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資料１別表 

番

号 
具体的取組 工程 令和２年度 取組実績 

取組 

達成度 

取組状況 
担当課 

成果と課題、今後の方向性等 

Ⅰ ～「協創」の取組を進め、県民に成果を届けるために～【スマート改革の推進】 

1 ① ①「挑戦する風

土・学習する組

織」づくり 

②

取組項目 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 

□改定した「三重県

職員人づくり基本

方針」に基づく人

材育成

□「挑戦する風土・学

習する組織」に向

けた業務改善取組

の見直し

□柔軟かつ弾力的な

勤務形態の検討

＜改定した「三重県職員人づくり基本方針」に基づく人材育成＞ 

・次長級職員を対象とした指導力向上研修のプログラムの検討

と実施（６月～11月） 

・ ・面談の方法等研修のプログラムの検討、研修の実施（６月～９

月） 

・マネジメント能力の向上に向けた研修（係長等研修）のプログ

ラムの検討、動画による研修の実施（６月～12 月） 

＜「挑戦する風土・学習する組織」に向けた業務改善取組の見

直し＞ 

・職員提案制度の「テーマ別事業提案」を活用し、職員提案制

度、ＭＩＥ職員力アワード等の業務改善取組の見直し・活性化に

ついて、職員から提案を募集し、提案者との意見交換を実施（６

月～８月） 

・提案等をふまえて、関係者（アワード実行委員会メンバー、部

局担当者等）へのヒアリング、意見交換等を実施（９月～10月） 

【職員提案制度】 

・半期ごとに提案の反映状況を庁内公表する等、現行制度の改

良、改善策を実施（随時） 

・ヒアリングや意見交換の結果をふまえて、制度の見直し方向

性の検討・決定（１月～３月） 

【ＭＩＥ職員力アワード】 

・デジタル技術を活用した業務改善取組を表彰・水平展開してい

くため、「スマート改革チャレンジ部門」を新設（11 月） 

・業務改善取組の水平展開を進めるため、カテゴリー別の検索

機能を追加（11 月）するとともに、水平展開手法等について検討

（10 月～） 

＜柔軟かつ弾力的な勤務形態の検討＞ 

・新型コロナウイルス感染症防止対策のため、在宅勤務の試行

的な取組（４月～）、「県庁テレワーク・デイズ２０２０」、在宅勤務

等にかかる研修の実施（８月） 

・三重県職員障がい者活躍推進計画をふまえ、障がいのある職

員へのアンケート調査を実施し、求められる柔軟かつ弾力的な

勤務形態を検討（８月～２月） 

継続 

＜改定した「三重県職員人づくり基本方針」に基づく人材育成＞ 

・「三重県職員人づくり基本方針（令和２年３月改定）」をふまえ、 

重点的取組にかかる研修（動画による研修を含む）を実施しま

した。 

＜「挑戦する風土・学習する組織」に向けた業務改善取組の見

直し＞ 

・職員提案制度及びＭＩＥ職員力アワードについて、制度の現状

や課題等をふまえ、職員提案制度の「テーマ別事業提案」を活

用し、提案者との意見交換会や関係者へのヒアリング等を行

い、見直しの検討を進めました。 

＜柔軟かつ弾力的な勤務形態の検討＞ 

・在宅勤務について、「県庁テレワーク・デイズ２０２０」、在宅勤

務等にかかる研修の実施など、職員への普及・啓発に取り組み

ました。また、９月に実施した在宅勤務等の実態調査をふまえ

て課題・業務の整理の検討を進めるとともに、障がいのある職

員の柔軟かつ弾力的な勤務形態の制度化の検討を進めまし

た。 

＜改定した「三重県職員人づくり基本方針」に基づく人材育成＞ 

・引き続き、重点的取組であるコミュニケーションの充実、マネジ

メント能力向上等について研修を実施します。 

＜「挑戦する風土・学習する組織」に向けた業務改善取組の見 

直し＞ 

・職員提案制度は、提案者、部局双方がより効果的に活用でき

る制度となるよう見直しを行い、来年度から実施します。 

・ＭＩＥ職員力アワードは、全庁的にスマート改革を進めているこ

とから、「スマート改革チャレンジ部門」を新設するとともに、優

良事例の水平展開を進めるため、カテゴリー別の検索機能を追

加するなどのデータベースの改良を行いました。 

・引き続き、「挑戦する風土・学習する組織」に資する制度とし

て、より効果的に実施できるよう、今年度の実績等をふまえて

検証を行っていきます。 

＜柔軟かつ弾力的な勤務形態の検討＞ 

・在宅勤務等の実態調査で把握した職員・職場の意見を精査

し、国等の状況もふまえて、引き続きコロナ禍における接触機

会の低減や多様な職員の働き方に向けた制度のあり方を検討

するとともに、行政機能の維持に向けて、在宅勤務環境の確保

を図ります。 

・障がいのある職員へのアンケート調査をふまえた、柔軟かつ

弾力的な勤務形態の制度設計を進めます。 

＜改定した「三
重県職員人づ
くり基本方針」
に基づく人材育
成＞ 
総務部人事課 

＜「挑戦する風
土・学習する組
織」に向けた業
務改善取組の
見直し＞ 
総務部行財政
改革推進課 

＜柔軟かつ弾
力的な勤務形
態の検討＞ 
総務部人事課 
総務部スマート
改革推進課 

随時実施 

順次実施 

実施 検討 
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番

号 
具体的取組 工程 令和２年度 取組実績 

取組 

達成度 

取組状況 
担当課 

成果と課題、今後の方向性等 

2 ②スマート自

治体へのチャ

レンジ 

 

取組項目 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 

 

□ＡＩやＲＰＡの活用

等による業務改善

の推進 

 

□モバイルワークの

実証研究、実施 

 

□キャッシュレス決

済の導入検討 

 

□スマート自治体に

向けた推進体制の

構築 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 新型コロナウイルス感染症の影響が続く中、収束後の「ニュー

ノーマル（新常態）」を見据え、三重県庁全体でスマート改革を

加速させていくため、次の３つの変革を柱として取組を進めてい

ます。 

変革１ 県庁改革 ‐Smart Government‐ 

変革２ 官民で実現する新しい働き方 ‐Smart Workstyle‐ 

変革３ テクノロジー活用による社会課題解決の加速  

‐Smart Solutions‐ 

 

＜ＡＩやＲＰＡの活用等による業務改善の推進＞ 

【変革１ ‐Smart Government‐】 

・令和元年度に実証実験を行った業務等へのＲＰＡの本格導入

（４月～） 

・ＲＰＡ・ＡＩ－ＯＣＲの職員への情報提供、対象業務の募集（７

月）、調査（８月～９月） 

・業務ヒアリング・選定、シナリオ作成・テスト、ＲＰＡの導入拡

大、ＡＩ－ＯＣＲの実証実験（８月～３月） 

・機能的な執務環境、紙資料削減等の検討（６月～12月）、本庁

２Ｆ中央フロアにモデルオフィスを整備（12 月～１月）、令和３年

度にかけて新しい働き方を実践し検証（１月～３月） 

＜モバイルワークの実証研究、実施＞ 

【変革１ ‐Smart Government‐、変革２ ‐Smart Workstyle‐】 

・モバイルワークの実証研究（４月～12月）、本格導入（１月～） 

・在宅勤務及びＷｅｂ会議の環境整備（４月～５月）、導入（６月

～）、「県庁テレワーク・デイズ２０２０」の実施（８月）、一人一台

パソコンでのＷｅｂ会議を可能とするなど環境の充実・強化（11

月～） 

・部長級会議等へのモバイル端末の導入・活用（４月～） 

＜キャッシュレス決済の導入検討＞ 

【変革１ ‐Smart Government‐】 

○自動車税（種別割）の納付における、スマートフォン決済アプ

リの利用・導入 

・導入開始（５月） 

・納税通知書へのチラシの同封、県政だより、県ホームページへ

の掲載等による周知広報（５月～）  

・利用状況の確認（６月） 令和２年度 4,815件利用（納期内の

納付全体の0.8%） 

・スマートフォン決済アプリの拡大を検討（９月）  

決済アプリの追加や個人事業税、不動産取得税への税目拡

大を検討 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  継続 

・スマート改革については、 「変革１  県庁改革 Smart 

Government」「変革２ 官民で実現する新しい働き方 Smart 

Workstyle」「変革３ テクノロジー活用による社会課題解決の加

速 Smart Solutions」の３つの変革を柱として、全庁的に取組を

進めています。具体的な取組としてＷｅｂ会議や在宅勤務の整

備、ＡＩ・ＲＰＡの業務への導入・拡大、ＩＣＴを活用して社会課題

の解決を進めることのできるスマート人材の育成、機能的な執

務環境の検討・整備等を行いました。 

・キャッシュレス決済では、自動車税（種別割）の納付において、

スマートフォン決済アプリを導入し、アプリの追加や、個人事業

税・不動産取得税への税目拡大について検討しています。 

・使用料、手数料等のキャッシュレス収納等（コンビニ・スマホ収

納）では令和３年４月からの導入に向け、事業者の選定、財務

会計システムの改修、会計規則及び同運用方針の改正（様式

変更を含む）など実施に向けた諸準備を行いました。また、「県

政だよりみえ」、県ホームページにおいて県民への周知を行い

ます。 

・県有施設等では受託者による検討の結果、本庁舎の食堂等

においてキャッシュレス決済が導入されました。 

 

・Ｗｅｂ会議や在宅勤務の活用が各職場に浸透するとともに、Ａ

Ｉ・ＲＰＡ 等の新たな技術の業務への導入・拡大、ＩＣＴを活用し

て社会課題の解決を進めることのできるスマート人材の育成、

スマートオフィスモデルの整備が行われるなど、業務の生産性

や正確性の向上、職員の働き方の見直しが進みました。 

・新型コロナウイルス感染症の拡大を受け、ニューノーマル（新

常態）に対応したデジタル強靱化社会の構築は喫緊の課題とな

っており、国においてはデジタル庁創設をはじめとした行政のデ

ジタル化やデジタル技術の社会実装に向け、スピード感を持っ

た検討が進められています。県においても県庁のデジタル化の

みならず、社会構造の変化や社会全体の行動変容が進むこと

を見据え、三重県全体のデジタル化を部局横断的に強い権限

を持って推進していく最高デジタル責任者（ＣＤＯ）を置き、実行

組織として「デジタル社会推進局」を新たに設置し、民間団体な

どのさまざまな主体や市町も巻き込んだ、県全体の変革を推進

していきます。 

・自動車税（種別割）の納付においては、スマートフォン決済ア

プリの導入により、納税者の利便性が高まり、納期内納付の推

進や徴収率の向上につながりました。 

・キャッシュレス決済について、県民の利便性向上及び納期内

納付の推進、早期収納に向けて、納税環境の整備、安全な収

納管理に努めるとともに、導入・拡大について検討していきま

す。 

 

 

＜ＡＩやＲＰＡの
活用等による
業務改善の推
進＞ 
総務部スマート
改革推進課 
 
 
＜モバイルワ
ークの実証研
究、実施＞ 
総務部スマート
改革推進課 
 
 
＜キャッシュレ
ス決済の導入
検討＞ 
総務部税務企
画課 
出納局出納総
務課 
総務部総務課 
 
＜スマート自治
体に向けた推
進体制の構築
＞ 
総務部総務課 
総務部スマート
改革推進課 

実施 

順次実施 

検討 

検討 

検討 

順次実施 

検討 

実施 
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番

号 
具体的取組 工程 令和２年度 取組実績 

取組 

達成度 

取組状況 
担当課 

成果と課題、今後の方向性等 

 

○使用料、手数料等へのキャッシュレス決済導入準備 

・企画提案コンペ、最優秀提案者決定（５月～６月） 

・業務委託契約（７月） 

・システム改修（８月～３月） 

・会計規則及び同運用方針の改正（様式変更を含む）（10月～3

月） 

・「県政だよりみえ」、県ホームページへの掲載による周知広報

（３月） 

 

○県有施設等管理受託業務 

・県有施設等管理受託者（指定管理事業者、自動販売機設置

者、食堂運営事業者等）における導入検討（通年） 

 

＜スマート自治体に向けた推進体制の構築＞ 

【変革３ ‐Smart Solutions‐】 

・組織改正の実施（積極的に取組を推進していく司令塔として、

「スマート改革推進課」を総務部に設置（４月～） 

・スマート改革推進に向けた体制の検討（４月～５月）、行財政

改革・デジタル戦略推進本部を設置（５月） 

・スマート人材候補の公募・テーマの決定（６月～７月）、ＡⅠ等

先進技術に係る研修（９月～11月）、フィールドワーク実施（８月

～２月） 

 
※スマート改革の取組状況の詳細は、別紙１「令和２年度ス

マート改革進捗状況について」を参照。 
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番

号 
具体的取組 工程 令和２年度 取組実績 

取組 

達成度 

取組状況 
担当課 

成果と課題、今後の方向性等 

3 ③コミュニケー

ションの活性化 

 

取組項目 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 

 

□より一層組織的に

仕事を確実に進め

る組織運営の検討 

 

□コミュニケーション

を促進する仕組み

づくり 

 

 

 

 

 

 

 

  

＜より一層組織的に仕事を確実に進める組織運営の検討＞ 

・「みんなで担うＯＪＴ」を進めるため、対話の頻度を増やす事例

を紹介した「職場での人材育成の手引」の改正（４月）、e-ラーニ

ングによるＯＪＴリーダー研修の実施（７月） 

・ワーク・ライフ・マネジメントシート等を活用した所属長との効果

的な面談の実施（期首面談４月～５月、中間面談８月～９月、期

末面談１月～２月） 

 

 

＜コミュニケーションを促進する仕組みづくり＞ 

・面談の方法等研修のプログラム検討、実施（６月～９月） 

・職場でのストレスを解消するためのここからルーム（健康開発

室）での医師、保健師等の産業保健スタッフによる相談対応や、

地共済健康ダイヤル等の事業外資源を活用した第三者による

相談の実施（通年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

達成 

＜より一層組織的に仕事を確実に進める組織運営の検討＞ 

・「職場での人材育成の手引」やＯＪＴにかかる研修（e-ラーニン

グ）を通じて、チームで職員を育成し、仕事を着実に進める支援

を行いました。 

・ワーク・ライフ・マネジメントシート等の様式を見直し、対話を通

じて、目標に向かって効果的に業務を進める取組を行いまし

た。 

 

＜コミュニケーションを促進する仕組みづくり＞ 

・所属長の面談の「質」の向上を図るなど、職場内でのコミュニ

ケーションを促進する「傾聴」、「質問」のノウハウを学ぶための

研修を実施しました。 

・保健師による心と体の健康相談や復職等の支援の相談、健

康管理医によるストレスチェックで高ストレス者として判定された

職員との面接を行うほか、必要に応じて、精神科医、臨床心理

士等の相談を行っています。 

・また、地方職員共済組合が行っている電話による健康相談事

業の利用について周知しました。 

 

＜より一層組織
的に仕事を確実
に進める組織運
営の検討＞ 
総務部人事課 
総務部行財政
改革推進課 
 
 
＜コミュニケーシ
ョンを促進する
仕組みづくり＞ 
総務部人事課 
総務部福利厚
生課 
 

＜より一層組織的に仕事を確実に進める組織運営の検討＞ 

・引き続き「みんなで担うＯＪＴ」を進めるため、対話の頻度を増

やし、チームで目標に向かっていく取組を進めます。 

 

＜コミュニケーションを促進する仕組みづくり＞ 

・コミュニケーションは「三重県職員人づくり基本方針」の重点取

組であることから、引き続き所属長の面談研修、コミュニケーシ

ョンをテーマとした研修を実施します。 

・職場でのストレスを解消できるよう、引き続き、ここからルーム

での医師や保健師等による心と体の健康の保持増進、病気の

予防や早期ケア、復職等の支援の相談を行っていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

随時実施 

実施 検討 



5 

番

号 
具体的取組 工程 令和２年度 取組実績 

取組 

達成度 

取組状況 
担当課 

成果と課題、今後の方向性等 

Ⅱ ～県民の信頼をより高めるために～【コンプライアンスの推進】 

4 

 

①コンプライア

ンス意識の向

上 

 

 

取組項目 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 

 

□コンプライアンス推

進体制の確立 

 

□「自分事」と捉える

仕組みの構築 

    

 

＜コンプライアンス推進体制の確立＞ 

・コンプライアンス意識の向上や適切な事務処理を実施するた

めの具体的な取組を組織マネジメントシートへ記載（４月） 

・コンプライアンス推進に向けた取組内容の検討、各所属への

取組徹底を図るため、コンプライアンス推進会議を開催（９月、１

月） 

 

＜「自分事」と捉える仕組みの構築＞ 

・職員一人ひとりのコンプライアンス意識の向上を図るとともに、

所属におけるコミュニケーションの活性化と担当者の孤立感の

解消を図るため、個別面談方式のコンプライアンス・ミーティング

を実施（８月～９月、１月～２月） 

・知事、副知事、危機管理統括監をはじめ、各部長等から、行財

政改革取組に係るメッセージを発信（月１回） 

 

 

※コンプライアンスの推進にかかる取組の詳細は、別紙２「令和

２年度コンプライアンスの推進にかかる取組状況について」を

参照 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  継続 

＜コンプライアンス推進体制の確立＞ 

＜「自分事」と捉える仕組みの構築＞ 

・コンプライアンス推進会議を開催し、事例の検証や再発防止

に向けた意見交換を行いました。 

・所属におけるコミュニケーションの活性化を図るため、所属長

との面談の機会を活用した個別面談方式によるコンプライアン

ス・ミーティングを実施しました。 

 

 

 

総務部行財政
改革推進課 
 
 
 
 
 
 
 

＜コンプライアンス推進体制の確立＞ 

＜「自分事」と捉える仕組みの構築＞ 

・コンプライアンス推進会議を定期的に開催して取組内容の検

討や進捗管理を行いながら、職員のコンプライアンス意識の向

上に向けた取組を実施していきます。 

 

 

 

 

 

 

順次実施 

検討 

 

実施 
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番

号 
具体的取組 工程 令和２年度 取組実績 

取組 

達成度 

取組状況 
担当課 

成果と課題、今後の方向性等 

5 ②組織として

的確に業務を

進める仕組み

づくり 

取組項目 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 

 

□的確に業務を進め

るための仕組みの

構築 

 

□業務に関する専門

知識の向上 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜的確に業務を進めるための仕組みの構築＞ 

・組織運営の見直しの実施（本庁の班に「係長（主査級）」を、地

域機関の課に「課長代理（主査級）」を配置）（４月～） 

・組織運営の見直しの検証（10 月～11月） 

・三重県公文書等管理条例の確実な施行（４月～） 

令和２年度廃棄予定簿冊に係る審査会委員との調整 

（７月） 

文書事務のハンドブックの発行（８月） 

職員向け研修実施（９月） 

令和２年度廃棄予定簿冊に係る審査会の意見聴取（１月） 

公文書管理規程の改正に係る審査会の答申（３月） 

・各所属において内部統制制度の運用ツールであるリスクマネ

ジメントシートを確定（４月～８月） 

・内部統制の整備状況（リスク対応策の実施状況）について段

階的な評価を実施（10 月～１月） 

・各所属において内部統制の運用状況の自己評価を実施（３

月） 

 

 

＜業務に関する専門知識の向上＞ 

・職責ごとに職員が職務にかかる「能力」などを習得できるよう、

e-ラーニング等の手法を活用してのブラッシュアップ研修の実施

（７月～１１月） 

・新任班長における業務に関する専門知識（会計事務の適正

化、文書管理の適正化、情報公開・個人情報保護の適正な運

用、情報セキュリティ対策）の向上、ハラスメント防止にかかる研

修のプログラム検討と実施（e-ラーニング研修を含む）（７月～８

月） 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

達成 

＜的確に業務を進めるための仕組みの構築＞ 

・より一層組織として的確に業務を進める仕組みを構築するた

め、業務執行体制の見直しを行い、令和２年４月から本庁の班

に「係長（主査級）」を、地域機関の課に「課長代理（主査級）」を

配置しました。 

・三重県公文書等管理条例に基づき、公文書の適正な管理を

行っています。 

・事務の適正執行や不祥事の未然防止を目的とした内部統制

制度の運用を今年度から開始し、運用ツールであるリスクマネ

ジメントシート（令和２年度版）を確定するとともに、リスク対応策

の整備状況等を点検するための評価を実施しました。 

 

＜業務に関する専門知識の向上＞ 

・新規採用職員、若手職員、ベテラン職員、管理職員における

「推奨する講座」を設定し、在宅勤務等でも実施できる e-ラーニ

ングによりブラッシュアップ研修を実施しました。 

・また、新任班長における業務に関する会計事務の適正化、文

書管理の適正化、情報公開・個人情報保護の適正な運用、情

報セキュリティ対策の向上の自己学習、ハラスメント防止にか

かる e-ラーニング研修を実施しました。 

 

＜的確に業務
を進めるため
の仕組みの構
築＞ 
総務部総務課 
総務部・法務文
書課 
総務部行財政
改革推進課 
 
 
＜業務に関す
る専門知識の
向上＞ 
総務部人事課 
総務部行財政
改革推進課 
 

＜的確に業務を進めるための仕組みの構築＞ 

・組織運営について、不適切な事務処理の防止、コミュニケーシ

ョンの活性化、業務の見直しや効率化による組織力の向上、人

材の育成などの視点から、めざす効果が得られるよう、定期的

に検証を行い、必要に応じて見直しを行います。 

・三重県公文書等管理条例について引き続き、確実に施行して

いきます。 

・内部統制について、評価結果、庁内ワーキンググループでの

議論をふまえ、今後も実効性のある内部統制となるよう、継続

的にリスク対応策等の見直しを行い、ブラッシュアップを図りな

がら制度を運用していきます。 

 

＜業務に関する専門知識の向上＞ 

・引き続き、職務にかかる「能力」などを習得できるよう、集合研

修、e-ラーニング研修を組み合わせてブラッシュアップ研修を実

施します。 

・また、管理・監督職員である新任班長に対して専門知識の向

上、ハラスメント防止にかかる研修を引き続き実施します。 

 

 

 

 

 

 

順次実施 

検討 

 

順次実施 
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番

号 
具体的取組 工程 令和２年度 取組実績 

取組 

達成度 

取組状況 
担当課 

成果と課題、今後の方向性等 

Ⅲ ～県財政の健全化に向けて～【持続可能な行財政運営の確保】  

6 ①県財政の基

盤強化と機動

的かつ弾力的

な行財政運営

の確立 

取組項目 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 

 

□経常的な支出の

抑制 

 

□多様な歳入確保

策の推進 

 

    

 

＜経常的な支出の抑制＞ 

・超長期債（30年）の発行額を令和元年度発行額より増額（９月
～） 
・経常的な支出を抑制した令和３年度当初予算の編成（10月～
２月） 

・総人件費の抑制（通年） 

 

＜多様な歳入確保策の推進＞ 

・県税収入の確保 

【市町と連携した現年度滞納整理対策（現年度対策）の促進支援】 

市町支援窓口の設置（４月） 

各地域税収確保対策会議で説明、共有（６月～７月） 

市町支援窓口の運営（通年） 

情報交換会等の開催など（随時） 

三重県地方税収確保対策連絡会議で各地域の取組を報告

（２月） 

【市町と連携した三重地方税管理回収機構を活用した繰越滞

納分滞納整理の促進支援】 

各地域税収確保対策会議で報告、依頼（６月～７月） 

機構の活動状況の報告（通年） 

機構との情報交換会（８月、９月、１月） 

三重県地方税収確保対策連絡会議で各地域の取組を報告

（２月） 

【個人住民税における特別徴収義務者の指定のさらなる徹底】 

個人住民税に関する課題検討会の開催（７月） 

検討結果を市町へ提供（９月） 

令和２年度特別徴収の割合の分析、情報提供（10 月） 

・外部資金助成制度の情報を提供（４月～） 

・ネーミングライツの活用（４月～） 

  スポーツ施設：２施設、歩道橋：10 施設、都市公園：１施設 

    13,230 千円 

・クラウドファンディング事業の実施（４月～） 

令和２年度 ４事業  3,616 千円 

・財産の有効活用、未利用財産の売却等の促進  

未利用財産（土地・建物）の売却（通年） 

434,444 千円（６件） 

自動販売機設置場所の貸付（通年）  95,105 千円 

広告付き案内地図の設置（通年）  2,508 千円 

公用車への広告掲載（通年）  1,151 千円 

エレベーター広告の掲載に向けた準備と入札の実施（８月～

３月） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

継続 

＜経常的な支出の抑制＞ 

・機動的かつ弾力的な行財政運営が確立できるよう、経常的な

支出の抑制を図るとともに、多様な財源確保の取組を推進して

います。 

・簡素で効率的・効果的な業務執行が可能となる組織体制の整

備に努め、職員数の抑制を図りました。 

 

＜多様な歳入確保策の推進＞ 

・今年度に設置した市町支援窓口については、各地域において

市町との連携を深め具体的な取組を進めました。また三重地方

税管理回収機構の活用、個人住民税における特別徴収義務者

の指定の徹底についても、これまでの取組を継続して進め、県

税収入の確保に努めました。 

・これまでに実施してきた未利用財産（土地・建物）の売却や自

動販売機設置場所の貸付等の取組を継続するとともに、新たな

歳入を確保するため、県庁エレベーターへ広告を掲載する入札

を実施しました。 

＜経常的な支
出の抑制＞ 
総務部財政課 
総務部総務課 
 
 
＜多様な歳入
確保策の推進
＞ 
総務部税収確
保課 
総務部財政課 
総務部管財課 
 

＜経常的な支出の抑制＞ 

・今後も、県財政の健全化に向けて、経常的な支出の抑制や多

様な財源確保の取組を継続していきます。 

・総人件費については、引き続き全体数の抑制を図りつつ、選

択と集中を行い、「みえ県民力ビジョン・第三次行動計画」の的

確な推進を図っていきます。 

 

＜多様な歳入確保策の推進＞ 

・市町支援窓口については、情報交換会の開催や管内市町と

同時期に差押強化月間を設定し広報をするなど、初年度ながら

各地域の実情に応じた取組を進めることができました。各地域

の取組をさらに発展させるため、納税課長会議等で先進的な取

組などの情報共有を行いながら、県税収入の確保に努めてい

きます。 

・未利用財産（土地・建物）の売却額は、４億円を超える額となり

ました。 

・引き続き、「第三次みえ県有財産利活用方針」（令和２年３月

策定）に基づき、有料広告事業の新規媒体を増やすなど、未利

用の県有財産の有効活用及び売却に取り組むとともに、「みえ

公共施設等総合管理基本方針」（平成27年３月策定）に基づ

き、長期的な視点に立って、県有財産の保有及び利活用の状

況が最適なものとなるよう取り組みます。 

実施 

実施 



8 

番

号 
具体的取組 工程 令和２年度 取組実績 

取組 

達成度 

取組状況 
担当課 

成果と課題、今後の方向性等 

7 ②多様化する

県民ニーズに

応えるための

取組の推進 

 

取組項目 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 

 

□県民参加型予算

の導入 

 

□事務事業の積極

的な見直し 

 

□県有施設見直し

の着実な推進 

 

    

＜県民参加型予算の導入＞ 

・事業提案の募集（６月～８月） 

・部局における事業構築（９月～11 月） 

・事業構築の検討段階における意見募集（10 月～11月） 

・県民による投票（12 月～１月） 

・令和３年度当初予算案への反映（２月） 

 

＜事務事業の積極的な見直し＞ 

・事業改善に向けた有識者懇話会（ブラッシュアップ懇話会）に

おける県民からの意見募集（６月） 

・事務事業の見直し結果を令和３年度当初予算に反映（10月～

２月） 

 

＜県有施設見直しの着実な推進＞ 

・県有施設見直しの着実な推進（通年） 

  

※対象施設個別の進捗状況は、別紙３「第三次三重県行財政

改革取組における県有施設の見直し一覧」を参照 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  継続 

＜県民参加型予算の導入＞ 

＜事務事業の積極的な見直し＞ 

・県民参加型予算において、事業構築の検討段階で県民から

の意見募集を行い、いただいた意見をもとに令和３年度事業を

構築しました。 

・事業改善に向けた有識者懇話会（ブラッシュアップ懇話会）に

おいて、県民からの事業改善に係る意見をふまえて有識者によ

る議論を行い、事務事業の見直しや令和３年度当初予算編成

に活用しました。 

 

＜県有施設見直しの着実な推進＞ 

・県有施設見直しの着実な推進に取り組みました。 

 

＜県民参加型
予算の導入＞ 
総務部財政課 
 
 
＜事務事業の
積極的な見直
し＞ 
総務部財政課 
 
 
＜県有施設見
直しの着実な
推進＞ 
総務部行財政
改革推進課 ＜県民参加型予算の導入＞ 

＜事務事業の積極的な見直し＞ 

・今後も、県民からの提案や意見をふまえながら、限られた財

源を有効に活用しメリハリのある予算編成を実現することによ

り、県民ニーズに応えられるよう取り組んでいきます。 

 

＜県有施設見直しの着実な推進＞ 

・見直しによる維持管理費の抑制と、新たな県民ニーズへの対

応や県民サービスの向上をめざし、引き続き見直しの着実な推

進に取り組んでいきます。 

 

 

実施 

実施 

実施 


